（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　新伊勢湾台風６０年事業推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　危機管理部　防災課　防災企画係　電話番号：058-272-1111（内2746）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　3,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	決定額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・　昭和３４年の伊勢湾台風では死者１０４名、家屋の全半壊約１万６千戸など県内に甚大な被害をもたらした。また、地球規模での気象変動の影響により、災害のリスクの高まりが指摘されている中、平成３０年には７月豪雨、台風第２１号、第２４号など数多くの風水害に見舞われている。
　　・　これらの風水害の記憶や教訓を風化させず、次世代に伝えていくため、伊勢湾台風６０年の節目に防災啓発を重点展開し、県民一人ひとりが日頃から防災・減災活動に取り組み災害に備える「自助」の実践を促進する。
（２）事業内容
　　　①県民向け防災啓発フォーラムの開催
　　　　〇時期：平成３１年８月（夏休み期間中を予定）
　　　　〇内容（予定）
・伊勢湾台風記録映像上映、体験者講話
・基調講演（テーマ例：「自助」の実践）
・県内の優良活動事例発表
・パネルディスカッション（テーマ例：実効のある住民避難）　等

　　　②巡回パネル展示
　　　　・県内５か所において、伊勢湾台風や平成３０年７月豪雨災害等の記
録や風水害への備えを啓発するパネル展示を実施
　　　　〇時期：平成３１年６月～１０月
（３）県負担・補助率の考え方
　　　広く県民に普及啓発する事業であることから、県による実施が妥当
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	業務委託料
	2,658
	フォーラム運営（会場設営・進行管理等）
巡回パネル展運営（パネル作成・会場設営等）

	報償費
	154
	フォーラム出演者謝礼

	旅費
	132
	フォーラム出演者費用弁償、業務旅費

	使用料
	36
	フォーラム会場使用料

	会議費
	20
	フォーラム出演者弁当・茶菓

	合計
	3,000 
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　有
　「岐阜県地域防災計画」
　　　・災害予防　　－防災思想・防災知識の普及　
地域住民に対する普及
（防災に関する講演会、展覧会、研修会等の開催）
（２）国・他県の状況
　　　国土交通省中部地方整備局や東海３県１市においてそれぞれ伊勢湾台風６０年を契機とした事業を実施予定
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　これまでの風水害の記憶や教訓を踏まえ、県民一人ひとりが日頃から防災・減災活動に取り組み災害に備えていただく「自助」の実践を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	　


○指標を設定することができない場合の理由
	　伊勢湾台風６０年を節目に単年度で重点的な防災啓発を図る事業であることから、指標の設定やその達成度を進捗管理することはできない。


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	近年の災害リスクの高まりを受け、あらゆる世代の県民に向け防災に対する機運を高めるための啓発を行うことが重要である、

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	豪雨災害の頻発化、激甚化、局地化が顕著となる中、防災啓発と合わせて、より安全な避難行動がとれるよう事前の対策を徹底していく必要がある。



（次年度の方向性）
	県民一人ひとりの適切な避難行動の実現に向け、浸水想定区域など災害リスク情報の周知、「災害・避難カード」の普及を促進するとともに、緊急時において防災・災害関連情報を確実な提供に向けた取り組みを推進する。



